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思春期保健データの利活用と切れ目ない個別支援の枠組み構築の試み 

～地方小都市における思春期保健事業(学校授業)を題材に～ 
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Ａ．研究目的 

 心身の健やかな成育の確保は、成育医療等基

本方針にうたわれた重要な課題である。母子保

健情報の利活用及び個別最適な切れ目のない

支援枠組みの構築は、その課題解決に向けた基

盤とも言える。 

今回、高知県の人口 5 万人未満のある自治体

（Ａ市）における母子保健事業のうち、思春期

教室事業（中学 3年生対象の授業）を対象とし、

思春期保健データの利活用と切れ目のない成

育期の個別支援枠組み構築を目的とし、現状と

課題に関する聞き取り調査および議論・支援を

行った。 

 

Ｂ．研究方法 

 高知県における人口 5万人未満の自治体（以
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れた結果、次年度の事前事後アンケートは活用されていない項目は削除し、個別支援に活用でき

る項目（生徒の心身の健康課題と背景のアセスメント等）に入れ替えることとなる等、授業が終
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中学卒業後の個別支援情報については、まずは進学（有無）の情報取得を前提として、進学の

場合には高校等との接続を、進学しない場合（高校を中途退学の場合含む）には庁内福祉担当課

との接続を確立する必要がある。いずれにせよ卒業年度の生徒の心身の健康情報を母子保健側が

把握しておく仕組みを構築する必要があり、それにはＣ市教育委員会と市長部局との調整が求め
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降、Ａ市）の協力を得て、Ａ市の母子保健事業

のうち、思春期保健事業の一つである市内全中

学校を対象とした思春期教室事業の現状につ

いて、複数回の現地訪問（オンライン会議含む）

等をもとに聞き取りをおこなった。 

（倫理面への配慮） 

聞き取りに際しては、思春期教室事業の対象

となる中学生の個人情報に関するやりとりは

行わず、思春期教室事業の取組状況および集計

方法、集計値からの個人支援の枠組み設定に関

する聞き取りと議論・支援をおこなった。 

 

Ｃ．研究結果 

Ｃ－１．母子保健計画等 

 Ａ市では、母子保健計画に類する計画を

2020 年度に改定した。この計画は庁内にて、

母子保健計画として運用されている。 

 母子保健計画に取り上げられた母子保健事

業等は複数の指標を用いて評価される。評価は

年度評価と 5年の期間評価である。 

 それら複数の指標は、さらに 3つの基本目標

群に分類されている。基本目標 1は、妊娠出産

に関連する指標で構成されている。基本目標 2

は、子育てに関連する指標で構成されている。

基本目標 3は、幼児期から学童期・思春期にか

けた成育に関連する指標で構成されている。 

 

Ｃ－２．思春期関連指標 

 上述の母子保健計画の基本目標 3 で設定さ

れている思春期関連指標は計 6指標あり、それ

らは 2つの生活習慣関連指標と、4つのメンタ

ルヘルス関連指標に分類されている。 

 前者の生活習慣関連指標は、生活習慣確立を

目的とした思春期事業において現状が把握さ

れ評価される。後者のメンタルヘルス関連指標

は、思春期における支援希求行動を目的とした

思春期教室事業において現状が把握され、評価

される。 

 ちなみに生活習慣関連の 2指標は、朝食摂取

と起床時刻に関するものである。メンタルヘル

ス関連の 4指標は、自尊感情、相談先認知、相

談意向、睡眠休養である。 

 

Ｃ－３．思春期教室事業 

 令和元年度まで実施されていたふれあい体

験事業を見直し、新たに市内のすべての中学校

3年生（クラス単位）を対象にした母子保健担

当保健師チームによる学校授業である。 

 授業で扱う内容は自己概念、メンタルヘルス、

性の問題、そして相談先情報、相談行動等であ

る。 

 なお、授業で提示するスライドは標準版とし

てまとめられており（各学校と事前協議の上、

内容を調整する場合あり）、異なる保健師によ

るプレゼンテーションにおいても授業の質を

担保しようとする試みがなされている。ただし、

スライドの内容は多岐にわたり、かつ枚数も多

いため、見直し作業を行った。まず授業目標を

設定し（実際には授業目標は複数設定され、そ

の中に前述の評価指標が含まれる）、それらの

目標に対応した数枚のキースライドを残し、各

キースライドを説明するスライドを最小限追

加していくという演繹的スライド開発のプロ

セスを経た。 

 

Ｃ－４．目標・評価 

 思春期教室の展開に際しては、目標を設定し、

それらの目標に対応したキースライドを作成

したが、同時に目標達成を評価する事前事後ア

ンケートが開発された。 

 事前アンケートと事後アンケートは設問が

一部異なっているが、記名式であり、個別に前

後比較、すなわち授業の効果測定が可能となっ

ている。 
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 事前事後アンケートはデジタルデータとし

て活用されるが、その入力形式が単数回答・複

数回答に関わらず全質問・全選択肢について二

値データ（０・１データ）として入力されてい

たので、入力および分析に時間・労力を要する

状況であった。ゆえに、単数回答形式の質問に

は、選択肢番号を直接入力することとし、入力

および分析の時間・労力が削減されることとな

った。 

 

Ｃ－５．個別支援 

 保健師による生徒集団を対象とした授業は

そこが終着点ではなく、そこが出発点であり、

個別支援を要する生徒に必要な支援を切れ目

なく提供していくことが授業の延長線上にあ

るという認識が共有された。 

 そのために、授業に取り組む前に、あらかじ

め事前事後アンケートの回答パターンによっ

て個別支援対象者を選定する基準を作成する

手立てがとられた。 

 個別支援対象者を選定する回答パターン（基

準）は、授業前後で望ましくない方向に変化す

る生徒、事前事後とも望ましくない回答が継続

される生徒とされた。 

 

Ｃ－６．ＰＤＣＡサイクル 

 今年度最後の思春期教室事業を終え、目標・

評価のプロセスの見直しが行われた。 

 まず各学校において授業を実施する事業で

あるが、学校側と目標の共有がなされていない

ことが課題としてあげられた。 

 授業を入口として、必要な生徒・家庭に対し

て個別支援を行うことが保健師間において共

有された結果、次年度の事前事後アンケートは

活用されていない項目は削除し、個別支援に活

用できる項目（生徒の心身の健康課題と背景の

アセスメント等）に入れ替えることとした。 

 さらに事前アンケートについては、その結果

を授業の導入に活用することの有効性が議論

された。また、事前事後アンケートのデータを

活用した事業の効果測定については、統計解析

が必要になるが、それについては大学等との連

携の上、対応してくことが議論された。 

 

Ｄ．考察 

Ｄ－１．目標の共有 

 Ａ市における母子保健事業の一つである思

春期教室事業においては、時宜に応じた内容を

保健センター保健師が毎年、市内の全中学 3

年生を対象に“出前授業”を展開している。授

業に際しては、まずは授業の目標・指標を設定

した上での達成度を“効果”として設定し、評

価に用いる事前事後アンケートの構成だけで

はなく、授業のスライド等内容も目標・指標に

焦点化した構成にしていることは、年度ごとの

事業内容の改善に多くの根拠を提供している。 

 一方、保健センター保健師間では柔軟に見直

しがなされる目標については、目標や指標数値

の内容や考え方が学校側と共有されていない

ことが課題として見受けられた。 

 

Ｄ－２．個別支援の選定基準 

 事前にあらかじめ個別支援の対象者選定基

準を設定しておくことにより、担当保健師が変

更になったとしても、個別支援までの行動・対

応が一定レベルで保証されることは、保健行政

の質保証には重要なポイントである。個別支援

まで見据えた事業を見直していく際には、まず

はこの“基準”を見直すことから始めることが

できる。 

 

Ｄ－３．義務教育後の個別支援 

Ａ市の思春期教室事業は対象を中学 3 年生

としているため、翌年度にはＡ市教育委員会等
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の“リスト”から外れる（卒業する）こととな

る。高校等に進学する場合もあれば、就職する

場合もある。また、不登校等の延長で、そのど

ちらでもない状況となる場合もある。すなわち、

そこですでに地域保健・福祉が受け皿となる状

況が可能性として生じることになる。 

中学校 3 年生の状況、とくに心身の健康問題

のある生徒の状況を地域保健側（母子保健側）

が把握し、その後の切れ目のない成育支援につ

なぐには、近隣の県立高校との連携はもとより、

福祉担当課のみならず保護者・家庭との連携も

重要となる。 

中学卒業後の個別支援情報については、まず

は進学（有無）の情報取得を前提として、進学

の場合には高校等との接続を、進学しない場合

（高校を中途退学の場合含む）には庁内福祉担

当課との接続を確立する必要がある。いずれに

せよ卒業年度の生徒の心身の健康情報を母子

保健側が把握しておく仕組みを構築する必要

があり、それにはＣ市教育委員会と市長部局と

の調整が求められた。 

 

Ｅ．結論 

今回、高知県の人口 5 万人未満のある自治体

（Ａ市）における母子保健事業のうち、思春期

教室事業（中学 3年生対象の授業）を対象とし、

思春期保健データの利活用と切れ目のない成

育期の個別支援枠組み構築を目的とし、現状と

課題に関する聞き取り調査および議論・支援を

行った。 

 思春期教室事業における学校授業について

は、まずはその目的・目標（指標）を設定した

上での達成度を“効果”として設定し、評価に

用いる事前事後アンケートの構成だけではな

く、授業のスライド等内容も目的・目標に焦点

化した構成にしていることは、年度ごとの事業

内容の改善に多くの根拠を提供しているとい

えた。 

 授業を入口として、必要な生徒・家庭に対し

て個別支援を行うことが保健師間において共

有された結果、次年度の事前事後アンケートは

活用されていない項目は削除し、個別支援に活

用できる項目（生徒の心身の健康課題と背景の

アセスメント等）に入れ替えることとなる等、

授業が終着点となるフェーズを乗り越えたこ

とが伺えた。 

中学卒業後の個別支援情報については、まず

は進学（有無）の情報取得を前提として、進学

の場合には高校等との接続を、進学しない場合

（高校を中途退学の場合含む）には庁内福祉担

当課との接続を確立する必要がある。いずれに

せよ卒業年度の生徒の心身の健康情報を母子

保健側が把握しておく仕組みを構築する必要

があり、それにはＣ市教育委員会と市長部局と

の調整が求められた。 

 

Ｆ．研究発表 

1．論文発表 

 なし 

2．学会発表 

 なし 

 

Ｇ．知的財産権の出願・登録状況 

  （予定を含む） 

1．特許取得 

なし 

2．実用新案登録 

なし 

3．その他 

なし 

 


